農業委員会事務局における日常業務推進上の課題･問題点の把握について
　貴農業委員会として、具体的な取り組み内容がある項目について、お答え下さい。
　全ての項目を記入する必要はありません。
愛知県　　　　　　　委員会
Ⅰ.農地関連業務関係（農地法等の法令業務の執行）
１．農業委員会間における出入作に係る耕作農地等の情報の連携について
No.1
	　入作の場合、申請者の営農状況をはじめ、違反や遊休農地がないか等を確認する必要があり、全国農業会議所では、平成２４年３月に「出作・入作に係る耕作農地等情報の提供について」を示していますが、農業委員会間におけるこれらに関する情報連絡はどのように行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



２．遊休農地対策について（利用状況調査、指導・勧告、具体的な解消対策等）
No.1
	　利用状況調査に基づく指導は、どのような体制で行っていますか。人数や集中的に処理する期間の設定及び対象地や対象農家の絞り込み方法についても教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　利用状況調査の「１号遊休農地」、「２号遊休農地」の判定等、調査員による差異が生じないよう工夫している例があれば教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　利用状況調査と調査後の指導は、速やかに処理していくことが望ましいと思いますが、効率的なスケジュールの立て方があれば教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　指導から勧告に至るまでの内部基準等を定めていますか。
また、指導・勧告後における問題点等があれば教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.5
	　指導の際、所有者の所在地が不明なため指導通知の多くが返戻となり、その後、不在地主の住民票の附票等で確認をし、指導を行っていますが、その作業に大変な労力と時間がかかっています。こうした場合に事務が円滑に進む方法があれば教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.6
	　遊休農地の所有者に対する指導、勧告等以外に、効果的な遊休農地の解消対策の取り組みがあれば紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.7
	　遊休化している農地の売却や貸付を希望する所有者が多くなっています。しかし、農地利用集積円滑化団体や認定農業者等の担い手は、現在耕作している農地の維持で精一杯の感があります。このような状況のなか、買い手・受け手のいない遊休農地の解消対策をどのように行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.8
	　未相続登記農地、所有者不明の農地の場合は、どのような対策を行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.9
	　農地への不法投棄についての対応策があれば紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



３．違反転用の防止について（市町村・警察等との連携について）
No.1
	　違反転用を発見した場合の指導方法を教えて下さい。また、転用後、相当年数が経過して現状復帰が困難となってしまった土地へは、どのような対応を行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　警察と連携を取っている場合、どのような時にどのような体制で連携していますか。また、違反転用者が指導に従わない場合、どのような対応をしていますか。警察へ報告することはありますか。

	 【具体的な対応方法】



４．農業生産法人の要件適合性の確認について
　 （農業生産法人報告書の提出、要件確認、勧告等）
No.1
	　農業生産法人の耕作状況について現地調査は行なっていますか。行っている場合は、どのくらいの頻度で行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　報告されている構成員や組合員が要件を満たしているかについて、どのように
（どの程度）確認していますか。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　生産法人の要件適合が不可となった場合、農地の所有権に関しては、どの様に対処していますか。

	 【具体的な対応方法】



５．解除条件付き貸借への対応について
　 （農地等利用状況報告の提出、勧告、許可の取消等）
 No.1
	　耕作していない等の理由で取り消した事例はありますか。また、取り消し後、農地はどのような状態にありますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　新規就農者が解除条件付き貸借の利用権を行う場合、全部効率利用と地域との調和が要件となっていますが、具体的にどのような方法で確認していますか。

	 【具体的な対応方法】



６．相続等の届出への対応について（受理、他部局との連携、あっせん希望対応等）
No.1
	　遺産分割の協議が長期間となり、農地が耕作放棄されている場合の対応策があれば、紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　届出に際して、相続等があったことを確認できる書類の添付をお願いしていますか。また、書類を添付しない場合、相続等の確認はどのように行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　相続後、農地が耕作放棄状態（条件不利地）となっていても、あっせんの希望を出す相続人が多く、あっせんの申し出後は、農業委員会に丸投げで、該当農地の管理もしてもらえない状態が続き、その対応に苦慮しています。このような場合の対応策があれば教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　未相続登記の農地において、相続人を特定するために納税管理人の把握や戸籍情報・住基情報の調査を行っていますか？
行っている場合、①相続人の特定が必要な理由(遊休農地解消の指導をするため等)、②調査の方法(文書で照会、戸籍謄本を公用申請する等)、③調査のために個人情報を収集する際の根拠法について教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



７．不在村者が所有する農地への対応について
No.1
	　不在村者が所有する遊休農地など、所有者が判明しない場合に、公告、知事の裁定等を行った例があれば、教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　速やかに不在地主を確知する方法があれば、教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



８．農地基本台帳の整備について
No.1
	　固定資産課税台帳や住民基本台帳との照合を行っている場合、実際にどのような方法及び頻度で行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　同一世帯内に経営者が複数いる場合、経営者であることの確認方法及び農地台帳への表示方法について教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　現地確認不能地や一筆複数地目地について、固定資産台帳との照合をどのように行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　営農状況や農機具の保有状況の把握はどのように行っていますか。また、それらのデータ更新はどのぐらいの頻度で行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.5
	市外または県外にのみ農地を持つ農業者の農地基本台帳上の管理はどのようにしていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.6
	　農地法上の許可や届出をし、現況が農地以外になっても、登記簿上の地目変更が行われないケースが多いのですが、地目変更を促すために効果的な方法があれば教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.7
	　公図等がはっきりしていない遊休農地は、農地基本台帳においてどのように管理していけばよいでしょうか。その場合の具体的な対応例があれば教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



９．納税猶予特例農地の管理について（税務署との連携等）
No.1
	　納税猶予制度の適用を受けている者は、3年ごとに税務署へ継続届出書を提出する必要がありますが、この届出書に添付する「引き続き農業経営を行っている旨の証明書」を農業委員会が交付する際、どのように経営の実態を把握していますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　＜震災関連＞
東日本大震災復興特別区域法の施行により、復興整備計画等に基づくまちづくりや地域づくりの推進に向け、農地転用が迅速に行えるよう措置されています。しかし、相続税・贈与税納税猶予制度に関する特例はなく、農地所有者の納税猶予の打ち切りなど不利益を被ることが想定されます。
復旧・復興は緊急の課題であり、場合によっては、農地転用はやむを得ないと考えますが、農地所有者が不利とならない対応策はありますか。

	 【具体的な対応方法】



１０．農業体験農園、市民農園、福祉農園等の開設について
No.1
	　開設の相談があった場合、どのような対応をしていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　農業体験農園の開設や運営に農業委員会が関わっている事例があれば、紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



１１．再生可能エネルギー発電設備の設置について
No.1
	　農地転用によりソーラーパネルを設置した例があれば紹介して下さい。（手続き、事業内容、実施主体、規模等も含めて）

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　ソーラーパネルを許可不可とした事例があれば、その判定根拠を教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



１２．その他
No.1
	　登記及び農地基本台帳上は「農地」であっても、農地として活用しづらい土地を農地法3条の許可申請者が所有している場合、どのような対応をしていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　農地のあっせん業務に係る売り主と買い主、双方の売買価格の調整は、どのように行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



Ⅱ.担い手関係
１．人・農地プラン等担い手への面的集積について
No.1
	　今年度の策定を予定していますが、どのように農地集積（担い手への面的集積）を図っていますか。また、どのような座談会を実施していますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　面的集積する際に不在地主がいる場合、どのような取り扱いをしていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　地域に中心となる担い手が見当たらない場合、どのようにすればよいでしょうか。

	 【具体的な対応方法】



No.4
	　戸別所得補償規模拡大加算については、円滑化団体（ＪＡ）を通して貸し手と借り手のマッチングを行っていますが、借り手が少なく、少額な奨励金ではマッチングはなかなか進みません。効果的な推進方法があれば、教えて下さい。

	 【具体的な対応方法】



２．認定農業者の育成･確保､法人化、集落営農の組織化･法人化の推進について
No.1
	　担い手不足に加え、認定農業者の高齢化等により認定農業者が減少しています。このような中で、関係機関とどのように連携し、育成・確保に努めていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　新規申請者の掘り出しは、どのように行っていますか？

	 【具体的な対応方法】



Ⅲ.農業委員会の運営等
１．活動の「見える化」について
（総会・部会の運営、議事録作成、活動整理カードの作成･点検等）
No.1
	　総会の議事録を作成する際に、特に注意すべき点はありますか。また、議事録は、内容の殆どが個人情報であると思われますが、どのような方法で公表していますか。個人情報保護の観点から非公表としている項目は何ですか？

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　総会・部会等の議事録をホームページ等で公開し、反響等があった例があれば紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.3
	　市町村独自で行っている「見える化」の取り組みはありますか。

	 【具体的な対応方法】



２．女性農業委員の登用促進等について
No.1
	　登用促進に向けて、どのような取り組みを行っていますか。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　公選での登用が課題であり、良い取り組み事例があれば紹介して下さい。また、女性農業委員が公選で立候補しやすくなる環境づくりをするにあたって、大事なことは何だと思われますか？

	 【具体的な対応方法】



３．農地制度実施円滑化事業費補助金の実施について
No.1
	　この補助金を用いて、一番成果を上げた事業は何ですか。また、補助金を活用して実施した特色ある活動をはじめ、事務の効率化が図られた事例があれば紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



４．その他
No.1
	　農業委員会だよりの発行、市町村広報誌への記事掲載以外に、農業委員会のＰＲ活動をしている事例があれば紹介して下さい。

	 【具体的な対応方法】



No.2
	　新任農業委員への研修はどのように行っていますか。（内容、頻度、時期等）

	 【具体的な対応方法】
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